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Ⅰ 令和７年度一般会計決算概要 

令和７年度における当組合一般会計の決算は、前年度の決算と比べ歳出は７億

２，７１４万３千円の増であった。これは主に消防救急デジタル無線システム等

更新工事や岩沼消防署ＺＥＢ化改修工事など、設備更新や施設整備として実施し

た事業費の増によるものである。 

性質別歳出における義務的経費については、扶助費が減少したものの、人事院

勧告による給与改定に伴い人件費が増加したことから、全体として前年度対比８．

４％の増となり、歳出全体の５９．２％を占めた。投資的経費については、消防救

急デジタル無線システム等更新工事及び岩沼消防署ＺＥＢ化改修工事の実施によ

り、大きく増加し１，０２９．８％の増となった。また、その他の経費について

も、亘理山元統合消防庁舎建設に関連する物件費や庁舎施設の維持補修費の増加

により、全体として２８．６％の増となった。 

総務管理費では、２０５０年温室効果ガス排出量ゼロの実現に向けた取り組み

として、岩沼消防庁舎の空調・照明設備を更新し、エネルギー使用量の削減と施

設の環境負荷低減を図った。また、デジタル・トランスフォーメーション推進支

援業務では、ＤＸ推進の前提となる業務の可視化と職員スキルの底上げを重点的

に実施し、業務改善・効率化につながる基盤を整備した。 

葬祭業務では、前年度に実施した耐震診断の結果を踏まえ、建物の安全性・機

能性等を総合的に評価した耐震補強工事の実施設計を行ったほか、火葬炉設備の

維持修繕及び霊台車交換工事を行い、施設・設備の維持管理に努めた。 

消防業務では、亘理消防署高規格救急自動車を更新するとともに、消防活動の

生命線である無線通信設備を更新するなど、より効率的な消防体制のもと地域住

民の負託に応えられるよう整備を行った。 

 

１ 決算収支                       

令和７年度決算規模は、一般会計歳入歳出予算総額２１億９，１７３万円に対

し、歳入決算額２２億１，７６４万９千円（対前年度比５４．５％増）、歳出決

算額２１億４，５０９万７千円（対前年度比５１．３％増）、歳入歳出差引額は

７，２５５万２千円となった。 

実質収支は、歳入歳出差引額と同じ７，２５５万２千円となり、そのうち、地

方自治法第２３３条の２の規定により、財政調整基金へ６，８４０万３千円、亘

理葬祭場施設整備基金へ３１４万９千円を積立てし、残額１００万円を令和８

年度に繰り越すこととした。 

（単位：千円）  

区  分  

 

歳入総額  

 

(A) 

 

歳出総額  

 

(B) 

 

歳入歳出  

差  引  額  

(A)－ (B) 

(C) 

 

翌年度に繰り

越すべき財源 

(D) 

 

実質収支  

(C)－ (D) 

(E) 

 

歳計剰余金

積立  

 

純繰越金  

 

 

令 和 ７ 年 度 2,217,649 2,145,097 72,552 0 72,552 71,552 1,000 

令 和 ６ 年 度 1,435,716 1,417,954 17,762 0 17,762 16,762 1,000 
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Ⅱ 令和７年度款別決算表 

１ 歳  入 

   （単位：円・％）  

科   目 予算現額 調 定 額 収入済額 
不 納 

欠損額  

収 入 

未済額  

予 算 額 に 

対する収入 

増 減 額 

収入割合（％）  

予算率  調定率  構成比  

1 
分 担 金 
及び負担金 

1,524,197,000 1,524,197,852 1,524,197,852 0 0 852 100.0 100.0 68.7 

2 
使 用 料 
及び手数料 2,788,000 2,927,970 2,927,970 0 0 139,970 105.0 100.0 0.1 

3 県支出金  11,154,000 11,155,097 11,155,097 0 0 1,097 100.0 100.0 0.5 

4 財産収入  286,000 286,142 286,142 0 0 142 100.0 100.0 0.0 

5 繰 入 金 41,000,000 41,000,000 41,000,000 0 0 0 100.0 100.0 1.9 

6 繰 越 金 1,000,000 1,000,429 1,000,429 0 0 429 100.0 100.0 0.1 

7 諸 収 入 3,605,000 29,381,783 29,381,783 0 0 25,776,783 815.0 100.0 1.3 

8 組 合 債 607,700,000 607,700,000 607,700,000 0 0 0 100.0 100.0 27.4 

合   計 2,191,730,000 2,217,649,273 2,217,649,273 0 0 25,919,273 101.2 100.0 100.0 

 

 

２ 歳  出 

      （単位：円・％）  

科    目 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額  執行割合（％）  構成比（％）  

1 議 会 費  1,460,000 1,158,973 301,027 79.4 0.1 

2 総 務 費  456,013,000 445,159,263 10,853,737 97.6 20.7 

3 衛 生 費  41,355,000 38,296,248 3,058,752 92.6 1.8 

4 消 防 費  1,549,698,000 1,518,297,900 31,400,100 98.0 70.8 

5 公 債 費  142,204,000 142,184,347 19,653 99.9 6.6 

6 予 備 費  1,000,000 0 1,000,000 00.0 0.0 

合    計 2,191,730,000 2,145,096,731 46,633,269 97.9 100.0 
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Ⅲ 四半期ごとの収支及び予算執行状況 

１ 歳   入 

 （単位：円・％）  

区   分  
第１・四半期  

（４～６月 ) 

第２・四半期  

(７～９月 ) 

第３・四半期  

(１０～１２月 ) 

第４・四半期  

(１～３月 ) 

出 納 整 理 

期     間 
合   計  

予 算 額 2,301,663,000 2,301,663,000 2,239,703,000 2,191,730,000 2,191,730,000  

1 
分 担 金 

及び負担金  
781,687,095 390,268,000 391,409,095 5,135,762 △44,302,100 1,524,197,852 

2 
使 用 料 

及び手 数 料 
721,320 747,400 785,700 673,550 0 2,927,970 

3 県 支 出 金 0 119,178 0 0 11,035,919 11,155,097 

4 財 産 収 入 0 0 0 286,142 0 286,142 

5 繰 入 金 0 0 0 41,000,000 0 41,000,000 

6 繰 越 金 1,000,429 0 0 0 0 1,000,429 

7 諸 収 入 110,098 150,233 136,192 279,309 28,705,951 29,381,783 

8 組 合 債 0 0 0 281,600,000 326,100,000 607,700,000 

合    計  783,518,942 391,284,811 392,330,987 328,974,763 321,539,770 2,217,649,273 

歳入累計（A）  783,518,942 1,174,803,753 1,567,134,740 1,896,109,503 2,217,649,273   

予 算 に対 する 
収入割合 (％ ) 

34.0 51.0 70.0 86.5 101.2  

 

２ 歳   出 

（単位：円・％）  

 

区   分  
第１・四半期  

（４～６月 ) 

第２・四半期  

(７～９月 ) 

第３・四半期  

(１０～１２月 ) 

第４・四半期  

(１～３月 ) 

出 納 整 理 

期    間 
合   計  

予 算 額 2,301,663,000 2,301,663,000 2,239,703,000 2,191,730,000 2,191,730,000  

1 議 会 費 172,000 136,823 324,800 494,000 31,350 1,158,973 

2 総 務 費 28,091,463 32,334,852 33,324,612 50,219,213 301,189,123 445,159,263 

3 衛 生 費 5,853,309 13,622,348 10,277,419 7,411,560 1,131,612 38,296,248 

4 消 防 費 318,773,352 209,687,161 332,077,243 301,304,406 356,455,738 1,518,297,900 

5 公 債 費 0 71,092,009 0 71,092,338 0 142,184,347 

6 予 備 費 0 0 0 0 0 0 

合    計  352,890,124 326,873,193 376,004,074 430,521,517 658,807,823 2,145,096,731 

歳出累 計（Ｂ）  352,890,124 679,763,317 1,055,767,391 1,486,288,908 2,145,096,731   

予 算 執 行 
割 合 （ ％ ） 

15.3 29.5 47.1 67.8 97.9  

公金現在高  
(Ａ ) －  (Ｂ ) 

430,628,818 495,040,436 511,367,349 409,820,595 72,552,542   
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Ⅳ 性質別歳出内訳表 
（単位：千円・％）  

区  分 

令和７年度  令和６年度  

決 算 額 
構 成 比 

（％）  

前年比較 

増 減 額 

前年対比  

（％）  
決 算 額 

構 成 比 

（％）  

前年比較 

増 減 額 

前年対比  

（％）  

義務的経費  1,270,649 59.2 99,001 108.4 1,171,648 82.6 78,809 107.2 

  人 件 費 1,113,919 51.9 98,936 109.7 1,014,983 71.6 73,411 107.8 

  扶 助 費 14,545 0.7 △130 99.1 14,675 1.0 4,280 141.2 

  公 債 費 142,185 6.6 195 100.1 141,990 10.0 1,118 100.8 

投資的経費  629,409 29.3 573,699 1129.8 55,710 3.9 △3,976 93.3 

  
普通建設

事 業 費 
629,409 29.3 573,699 1129.8 55,710 3.9 △3,976 93.3 

  
うち補助  

事業費  
0 0 0 0.0 0 0.0 0 0 

  
うち単独  

事業費  
629,409 29.3 573,699 1129.8 55,710 3.9 △3,976 93.3 

その他の経費  245,039 11.5 54,443 128.6 190,596 13.5 17,856 110.3 

  物 件 費 192,129 9.0 50,652 135.8 141,477 10.0 10,265 107.8 

  補助費等 14,996 0.7 1,887 114.4 13,109 0.9 45 100.3 

  積 立 金 25,647 1.2 637 102.5 25,010 1.8 9 100.0 

  
維 持 

補 修 費 
12,267 0.6 1,267 111.5 11,000 0.8 7,537 317.6 

合  計 2,145,097 100.0 727,143 151.3 1,417,954 100.0 92,689 107.0 

 

 

 

Ⅴ 地方債現在高調 

（単位：千円）  

  

区   分 
令 和 ６ 年 度 末 

現 在 高 

令 和 ７ 年 度 

借   入   額 

令 和 ７ 年 度  

償 還 元 金 額 
差引現在高 

組 合 債 401,666 607,700 141,725 867,641 

合    計 401,666 607,700 141,725 867,641 

- 4 -



 

 

令和７年度 亘理地区行政事務組合一般会計決算額 

 

  

   

 

  

     

   

   

  

  

  

  

  

 

  

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議会費

1,159 

(0.1%)

総務費

445,159 

(20.7%)

衛生費

38,296 

(1.8%)

消防費

1,518,298 

(70.8%)

公債費

142,185 

(6.6%)

予備費

0 

(0.0%)

【歳 出】

歳出決算額

2,145,097

（千円）

分担金及び負担金

1,524,198 

(68.7%)

使用料及び手数料

2,928 

(0.1%)

財産収入

286 

(0.0%)

繰入金

41,000 

(1.9%)

繰越金

1,000 

(0.1%)

諸収入

29,382 

(1.3%)

県支出金

11,155 

(0.5%)

組合債

607,700 

(27.4%)

自主財源

1,598,794 

(72.1%)

依存財源

618,855 

(27.9%)

【歳 入】

歳入決算額

2,217,649

（千円）

亘理町(衛生費)

26,305 

(1.7%)

山元町(衛生費)

12,994 

(0.9%)

亘理町(消防費)

599,031 

(39.5%)

山元町(消防費)

282,918 

(18.6%)

岩沼市(消防費)

595,532 

(39.3%)

衛生費分担金

39,299 

(2.6%)

消防費分担金

1,477,481 

(97.4%)

【分担金の割合】

構成市町

分担金

1,516,780

（千円）

人件費

1,113,919

(51.9%)

扶助費

14,545

(0.7%)

公債費

142,185

(6.6%)

普通建設事業費

629,409

(29.3%)

物件費

192,129

(9.0%)

補助費等

14,996

(0.7%)

積立金

25,647

(1.2%)

維持補修費

12,267

(0.6%)

義務的経費

1,270,649

(59.2%)

投資的経費

629,409

(29.3%)

その他の経費

245,039

(11.5%)

【性質別決算内訳】

歳出決算額

2,145,097

（千円）
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

Ⅵ 一般会計の状況

 

 

 

⑴ 定例会及び臨時会 

  定例会および臨時会において、組合の運営に関する各種議案を慎重

に審査し、住民福祉の向上と組合運営の適正化に努めた。 

 

 議会の開催状況 
議 会 審 議 状 況 

管理者提出 議 員 提 出 

区 
 

 

分 

招

集

開

催 

会
期
延
日
数 

会
議
延
日
数 

審

議

件

数 

原

案

可

決 

修

正

可

決 
否

決 

撤

回 

審

議

件

数 

原

案

可

決 

修

正

可

決 

否

決 

撤

回 

定

例 
２  ２  ２  10 10    １  １     

臨

時 
３  ３  ３  ９  ９          

 

⑴ 総務事業 

ア 職員の健康診査 

職員の健康状態を把握して業務に起因する健康障害を未然に防止

するとともに、病気の早期発見・早期治療や再発防止、健康増進の

ため、各種健康診査を行った。 

 

健 診 名 受診者数 実 施 月 備考 

定期健診 
(Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査） 

（１０８人）  

（１０１人）  
６月 

 

 

人間ドック 
(Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査） 

（ ３５人）  

 （２５人）  
６月～７月  

共済組合 

助成事業 
脳ドック １４９人 ６月 

ストレスチェック １４２人 ７月 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２款 

１  総務費 

445,159 

 

１  総務管理 

の状況 

445,079 

 

 

１款 

１  議会費 

1,159 

 

１  議会の状況  

1,159 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

イ 職員研修 

職員の資質の向上及び勤務能率の発揮・増進を図るため、各種研

修に受講者を派遣した。また、対面研修に加えてオンライン研修を

受講させることで、業務との両立を図りつつ修得機会を拡充した。 

 

研 修 名 受講者数 場  所 

契約事務研修 １人 市町村職員研修所 

地方自治セミナー １人    〃 

行政課題研修Ⅰ １人 宮城県自治会館 

人事行政等研修会 １人    〃 

情報セキュリティポリシーセミナー ２人    〃 

地方債事務講習会 ２人 仙都会館 

市町村等財政担当職員研修会 １人 オンライン研修 

女性の活躍推進セミナー １人    〃 

 

ウ 組合ホームページ 

組合議会、行財政の状況及び消防並びに葬祭業務に関する情報等

について、インターネットの持つ広域性、即時性及び双方向性を最

大限に活用し、組合の最新情報を積極的に提供した。 

 

エ 職員メンタルヘルス講座 

職員一人ひとりが、メンタルヘルスに対する知識を身に付け、自

分だけではなく、職員間における対応を理解し、心身良好な職場環

境を築くことを目的として、メンタルヘルス講座を開催した。 

講  師：一般社団法人メンタルパイロテージジャパン 

オフィスろごす 小林 明美 氏 

開催日程：令和７年９月１７･１８日 ９時００分～１０時３０分 

 

オ デジタル・トランスフォーメーション推進支援業務委託事業 

デジタル化施策の基本方針整理と課題解決に向け、現状分析及び

改善方針の検討を行い、業務効率化と住民サービス向上に向けた、

優先取組事項を整理した。 

 

カ 岩沼消防署ＺＥＢ化改修工事 

２０５０年の温室効果ガス排出量ゼロの実現に向け、消防庁舎の

ＺＥＢ化を推進し、省エネルギー化及びＣＯ₂削減効果の向上を図

るとともに、ＺＥＢＲｅａｄｙ以上の性能を達成することを目的と

する改修工事を実施した。 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

キ 岩沼消防署キュービクル式高圧受電設備機器更新工事

受変電設備を構成する主要機器の経年劣化が進んでいたことか

ら、施設の安定した電力供給を確保するため岩沼消防庁舎に設置さ

れているキュービクル式高圧受電設備機器の更新工事を実施した。 

ク ４公安系公務員合同職業説明会

公安系公務員への就職を希望する学生等に対し、公務員としての

職務の重要性や社会に果たす役割について理解を深めていただく

ことを目的に、自衛隊、警察、海上保安本部、消防の４機関による

合同職業説明会を実施した。 

開催日程：令和７年６月１５日 １４時００分～１６時００分 

会  場：岩沼市民会館 １階中ホール 

⑵ 主な支出

（単位：円）  

岩沼消防署ＺＥＢ化改修工事 ２５１，３２８，０００  

岩沼消防庁舎ＺＥＢ化改修事業（実施設計・施工監理） ２１，０１０，０００  

亘理山元統合消防庁舎用地造成調査設計業務委託料 ２０，２８２，９００  

業務用パソコン賃借料 ６，２６５，４９０  

ＩＣＴ端末等一式賃借料 ３，５９３，０４０  

デジタル・トランスフォーメーション推進支援業務委託料 ３，４１０，０００  

岩沼消防署キュービクル式高圧受電設備機器更新工事 ３，３００，０００  

岩沼消防署エアコン設置工事 ２，８３８，０００  

大型複合印刷機賃借料（岩沼・亘理） ２，６０９，６４０  

一般電話料・通信回線利用経費 ２，３９１，０８９  

岩沼消防署車庫シャッター修繕工事 ２，２８８，０００  

職員健康診断業務委託料 １，９２６，７４８  

給与計算事務委託料 １，８１６，７６０  

財務書類作成支援業務委託料 １，６５０，０００  

消防庁舎清掃業務委託料 １，５５３，３１０  

グループウェアシステム・メールサーバーシステム賃借料 １，４９２，９２０  

人事評価制度運用アドバイザリ業務委託料 １，２６７，２００  

勤怠管理システム賃借料 １，１３６，５２０  

ファイルサーバーシステム賃借料 １，１３３，８８０  

人事評価システム使用料 １，０８９，０００  

履歴管理システム使用料 １，０１６，４００  

- 8 -



 

     

 

 

 

 
項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 監査の状況 

最小の経費で最大の効果を上げるように事務・事業が執り行われて

いるか、公正な視点で監査及び審査を行った。 

 

ア 令和６年度亘理地区行政事務組合一般会計決算の審査 

イ 令和７年度一般会計歳入歳出予算に関する事務の執行及び事業

の監査 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 葬祭場の管理状況 

遺族及び利用者が心静かに故人を追悼できる環境を確保するため、

施設内外の清掃や設備点検を実施し、老朽化した設備、不具合箇所に

ついて適宜修繕を行った。また、駐車場などの利用状況を踏まえ、安

全性の向上に向けた環境整備にも取り組み、施設全体の保全と良好な

利用環境の維持に努めた。 

 

葬祭場利用状況 （単位：件） 

区  分 Ｒ７年度 Ｒ６年度 増 減 

亘 理 町 ３８３  ４０９  △２６  

山 元 町 １８５  ２１６  △３１  

他の市 町 ４９  ３７  １２  

合  計 ６１７  ６６２  △４５  

 

  ア 駐車場支障木伐採業務委託事業 

    強風等による倒木の危険性が高まっていた駐車場北側の桜の木に

ついて、安全確保のため専門業者による伐採を実施した。 

  

イ 耐震補強実施設計業務委託事業  

  耐震診断の結果、補強が必要と判断された本館庇部分及び渡り廊

下について、建物の安全性・機能性・コストを総合的に評価し、耐

震補強工事に係る実施設計を作成した。  

 

⑵ 主な支出               

                          （単位：円）                

 

 

 

 

 

  

区 分 一 般 監 査 決 算 審 査 そ の 他 

回   数 ２  １  ０  

所要日数 ２  １  ０  

火葬炉維持修繕及び霊台車交換工事 ７，５９０，０００  

燃料費（重油：火葬燃料） ３，３７７，２２０  

耐震補強実施設計業務委託料 ３，３００，０００  

２  監査委員 

の状況 

80 

 

 

３款 

衛生費 

38,296 

 

１  葬祭場 

の状況 

38,296 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

⑴ 消防職員の研修状況 

ア 宮城県消防学校入校 

消防業務に必要な知識を修得するための段階的教育を受講した。 

 

 

 

イ 消防大学校入校 

(ア) 幹部科 

消防に関する高度な知識、技術を総合的に修得させ、消防の

上級幹部たるに相応しい人材を養成するための教育を受講した。 

(イ)  予防科  

予防業務に関する高度な知識、技術を専門的に修得させ、予防

業務の教育指導者等としての資質を向上させるための教育を受

講した。 

 

教育課程 入校者数 

総合教育 幹部科（第８１期） １人 

専科教育 予防科（第１１８期） １人 

 

ウ 救命救急研修所入所 

国家試験資格である救急救命士を養成するため、救急救命東京研

修所にて研修を受講させ、資格取得を成した。 

 

教育訓練種別 入校者数 

救急救命士新規養成課程（前後期） ２人 

 

エ 救急救命士研修 

救急救命士は、常に一定水準以上の高度な救急技術を求められて

いることから、東北救急医学会をはじめとする研修会等に参加し、

事例研究を通した技能熟達に努めた。(２２回、４０名) 

教育訓練種別 入校者数 

初任総合教育（総合第２９期） ７人 

専科教育  

警防課（第１１期） ２人 

予防査察科（第１２期） ２人 

火災調査科（第１３期） ２人 

幹部教育  中級幹部科（第３４期） ２人 

特別教育  

消防職員フォローアップ講習 ２人 

救急救命士再教育講習 １人 

通信指令員教育講習 ２人 

救助隊員高度教育講習 ２人 

４款 

消防費 

   1,518,298 

 

１  消防事務  

の状況 

1,518,298 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

オ 職員研修 

社会情勢の変化や多様化する住民ニーズに対応できる職員の育成

に向けて、階層別研修をはじめ各種研修に受講者を派遣した。 

 

研 修 名 受講者数 場  所 

一般職員研修Ⅱ ２人 県市町村職員研修所 

監督者研修Ⅰ ２人     〃 

管理者研修Ⅰ ２人 〃 

管理者研修Ⅱ １人 〃 

契約事務研修 １人 〃 

条例・規則作成研修 ６人 〃 

コミュニケーション研修 １人 〃 

クレーム対応研修 ２人 〃 

コーチング研修 １人 〃 

危機管理コース １人 〃 

マスメディア対応コース １人 〃 

ハラスメント防止指導者養成研修 １人 〃 

接遇研修指導者養成研修 １人 〃 

給与制度研修会 １人 〃 

ラインケア研修 ２人 宮城県自治会館 

女性活躍推進研修会 ３人 中小企業活性化センター 

女性消防吏員活躍推進研修会 ３人 名取市消防本部 

 

カ 救急救命士の病院研修 

住民への質の高い病院前救護を提供するため、救急救命士として

必要な救急医療の知識、技術の維持・向上を目的に指定医療機関で

研修を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定医療機関 人数 

総合南東北病院 ７人 

仙台市救急ステーション ４人 

イムス明理会仙台総合病院 ２人 

東北医科薬科大学病院 ３人 

宮城病院 ３人 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

⑵ 消防職員の資格取得状況 

消防業務に必要とされる、各種資格の取得に努めた。 

  

資格種別 取得者数 

救急救命士 ２人 

二級小型船舶操縦士 ２人 

小型移動式クレーン運転技能講習 １人 

玉掛け技能講習 １人 

酸欠・硫化水素危険作業主任者技能講習 １人 

大型自動車運転免許 ４人 

予防技術資格者 １人 

 

⑶ 消防職員の訓練状況 

ア 身近な災害対応への訓練 

社会情勢の変化に伴い、火災はもとより、交通事故、水難事故、

特殊災害等の災害形態も複雑多様化し、従来の消防活動に加え、新

たな知識及び消防戦略が必要となっている。これらの災害を想定

し小隊・署単位で警防・救助・救急訓練を計画的に実施した。 

 

イ 大規模災害対応訓練 

大規模災害発生時における迅速かつ的確な対応体制を確立する 

ことを目的として、関係機関と連携した大規模災害対応訓練を実

施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名  称 参加者数 主催 

宮城県林野火災防ぎょ訓練 ６８人 宮城県・山元町 

水防技術講習会  ３人 
名取川･阿武隈川下流洪水 

予報・水防・災害情報連絡会 

消防協会名取・亘理地区支部水防訓練 １２人 消防協会名取・亘理地区支部 

消防救助技術指導会 １６人 県消防長会 

宮城県９.１防災訓練  ９人 宮城県・丸森町  

亘理町総合防災訓練 ６人 亘理町 

緊急消防援助隊北海道東北 

ブロック合同訓練 
 ２人 山形県・新庄市 

非常災害消防訓練 ９７人 あぶくま消防本部 

仙台空港航空機事故対処総合訓練 ３０人 仙台空港緊急計画連絡協議会 

山元町総合防災訓練 １５人 山元町 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

⑷ 消防の諸活動 

ア 警防活動の状況 

(ア) 火災出動 

火災出動件数は２８件で前年度より７件減少し火災による損

害額は、合計３１，９０７千円であった。 

 

 

(イ) 警戒出動 

警戒出動件数は３０件で、前年度より６件減少した。交通事

故における危険物漏洩や強風などの自然災害により人命危険が

予想される時、災害の被害拡大防止のために出動した。 

(ウ) 偵察出動 

偵察出動件数は１１２件で、前年度より２７件減少した。火

災と紛らわしい火煙の発見又は通報により、その真偽を確認す

るために出動した。 

(エ) 地水利調査 

地水利調査は、消防活動に重要な意義を持つものであること

から、毎月計画的に管内の地理、消火栓、防火水槽、河川、池、

沼等を調査し、現状把握に努めた。 

 

イ 救急・救助活動の状況 

(ア) 救急出動 

救急出動件数は５，０４８件で、前年度より１３０件減少した。 

 

① 救急出動及び搬送人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災の種別 
出 動 件 数 

増減 
Ｒ７年度の 

主な出火原因 Ｒ７年度 Ｒ６年度 

建物火災 １４  ２１  △７  電気機器、たばこ 

車両火災 ２  ２  ０  たばこ、摩擦熱 

林野火災 ３  ０  ３  たき火 

そ の 他 ９  １２  △３  放火、放火の疑い 

計 ２８  ３５  △７   

区 分 
Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

岩 沼 市 ２，５６４  ２，２２３  ２，６７９  ２，２４９  △１１５  △２６  

亘 理 町 １，７３０  １，５８５  １，７０１  １，５４４  ２９  ４１  

山 元 町 ７４７  ６８１  ７８８  ７３４  △４１  △５３  

管  外 ７  ５  １０  ７  △３  △２  

計 ５，０４８  ４，４９４  ５，１７８  ４，５３４  △１３０  △４０  
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

② 事故の種別         （単位：件） 

区 分 Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

急 病 ３，２６１  ３，３４０  △７９  

一般負傷 ６６９  ６６３  ６  

転 院 ７３０  ７７２  △４２  

交通事故 ２０１  ２１１  △１０  

そ の 他 １８７  １９２  △５  

計 ５，０４８  ５，１７８  △１３０  

           

③ 地域別医療機関搬送人員               （単位：人） 

区  分 Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

管 内 

岩 沼 市 １，７８８  １，６１５  １７３  

亘理・山元町 ２３３  ２７４  △４１  

小  計 ２，０２１  １，８８９  １３２  

管 外 

仙 台 市 ２，０８１  ２，１６２  △８１  

名 取 市 ６１  ９３  △３２  

そ の 他 ３３１  ３９０  △５９  

小  計 ２，４７３  ２，６４５  △１７２  

合   計 ４，４９４  ４，５３４  △４０  

 

(イ) 救助出動 

救助出動件数は５５件で、前年度より８件増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 
Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

火 災 １  １  ２  ２  △１  △１  

交通事故 ２９  １６  ２３  １８  ６  △２  

水難事故 ７  ４  ６  ７  １  △３  

風水害等自然災害事故  ０  ０  ０  ０  ０  ０  

機 械 に よ る 事 故 １  １  １  １  ０  ０  

建 物 等 に よ る 事 故 １２  １２  ８  ６  ４  ６  

ガ ス 及 び酸 欠 事 故 ０  ０  ０  ０  ０  ０  

そ の 他 ５  ３  ７  ５  △２  △２  

計 ５５  ３７  ４７  ３９  ８  △２  
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

ウ  応急手当等の指導 

管内の各種団体や企業、個人を対象に救命講習を実施し、応急手

当の普及啓発に努めた。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ ドクターヘリの運用状況 

ドクターヘリでの救急搬送件数は６件で、急病、交通事故等で生

命の危険が切迫している重症傷病者に対し、救急の専門医師及び看

護師が救急現場で早期治療を開始できることから、傷病者の救命率

向上に大きく寄与している。 

 

⑸ 予防活動の状況 

防火対象物、危険物施設の立入検査に重点を置き、特に重大違反対

象物に対し違反処理を見据えた是正指導を実施した。また、住宅用火

災警報器の設置、維持管理、更新時期等について、各市町広報紙、ホー

ムページへの掲載、啓発用チラシを配布したほか、各市町の路線バス

にステッカー掲示を依頼するなど、普及促進に取り組んだ。 

 

ア 防火対象物等の立入検査状況 

学校・工場・病院等の防火対象物及び危険物施設を立入検査し、

災害発生防止の指導を行った。 

                                             （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  建築確認同意事務の状況 

消防法第７条による建築確認同意について、消防法令に基づき審

査を行い、適正な処理を行った。 

                                                （単位：件）  

 

 

 

区 分 
Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

回数  受講者数  回数  受講者数  回数  受講者数  

普通救命講習会  ７８  ８９６  ６８  ８１８  １０  ７８  

上級救命講習会  １  １５  １  １９  ０  △４  

一般救命講習会  ８４  ２，４１２  ７９  ２，８５５  ５  △４４３  

計 １６３  ３，３２３  １４８  ３，６９２  １５  △３６９  

区 分 
Ｒ７年度  

施設総数  

立入検査実施件数  

Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

防火対象物  ２，６２８  ９０４  ８８６  １８  

危険物施設  ３６０  １８３  ２２１  △３８  

計 ２，９８８  １，０８７  １，１０７  △２０  

区 分 Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

建築確認同意  １０４  １２５  △１１  
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 

 

ウ 危険物取扱事務の状況

危険物の規制に関する関係法令等の規定に基づき、書類審査及び

施設検査を行った。 

（単位：件） 

エ 予防広報活動

火災予防運動期間中に女性防火クラブ員による巡回広報を実施、

また、商業施設にて防火チラシの配布等の街頭広報を行った。 

オ 岩沼亘理地区防災安全協会事務局

岩沼市及び亘理郡内の危険物取扱事業所などを会員とする防災

安全協会の事務を行っている。年間事業として、危険物取扱者試験

準備講習会、視察研修、救命講習会、防火広報活動（防火作品審査

会及びポスター配布）、防災情報の提供等を行った。なお、令和７年

５月に「岩沼市防災連絡協議会」と「亘理地区防災安全協会」が解

散し、岩沼亘理地区防災安全協会に再編した。 

カ 各地区女性防火クラブ事務局

岩沼市女性防火クラブ連絡協議会、亘理町女性防火クラブ連合会

及び山元町女性防火クラブ連合会の事務を行っている。各地区女性

防火クラブでは、女性防火クラブの健全な育成、防火防災思想の普

及を進め、安全で住みよい地域づくりを目指し活動を行った。 

キ 幼年消防クラブの育成指導

管内の幼年消防クラブ１４団体に対して、防火講話、防火映画の

上映、避難訓練等を行い、防火意識の高揚を図りクラブ員の育成指

導に努めた。 

区 分 Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

設置及び変更許可  ３４  ２３  １１  

完成検査及び水張検査  ２７  ２３  ４  

仮使用承認  ２２  １１  １１  

計 ８３  ５７  ２６  

区 分 
Ｒ７年度  Ｒ６年度  増  減  

事業所数  事業所数  事業所数  

防災安全協会  ３５５  ３７９  △２４

区 分 
Ｒ７年度 Ｒ６年度 増  減  

団体数  会員数  団体数  会員数  団体数  会員数  

地区防火クラブ ５３  ９，１９３  ６５  １０，３９２  △１２ △１，１９９
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

⑹ 消防団への訓練指導 

地域の暮らしの安全を守るうえで、非常に重要な役割を果たしてい

る消防団の組織力の維持・向上に資するよう、訓練指導を行った。 

 

区  分 
岩沼市消防団  亘理町消防団  山元町消防団  

回数  受講者数  回数  受講者数  回数  受講者数  

小型ポンプ操法  ３  ９４  ８  ３１７  ４  ２３９  

自動車ポンプ操法  ０  ０  ４  ２２８  ０  ０  

初任団員訓練  
（名取・亘理地区支部）  

１  ９  １  １５  １  ９  

礼式訓練  ２  ７４  １  １８８  ３  １８５  

計 ６  １７７  １４  ７４８  ８  ４３３  

 

⑺ 県移譲事務の状況 

「火薬類取締法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正

化に関する法律」に係る権限移譲事務を次のとおり処理した。 

 

                         （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

⑻ 消防車両・設備等の整備 

災害の激甚化・多様化等の消防を取り巻く環境の変化に的確に対応

し消防力を維持強化していくため、消防車両・設備等の更新を行った。 

消防車両の更新では、亘理消防署に高度救命処置用資器材を積載し

た高規格救急自動車を配備し、救急活動の更なる充実強化を図った。

また、消防設備等の更新では、消防の中枢機構の役割を担う消防救急

デジタル無線システム等を更新し、無線通信の信頼性向上と安定した

運用体制を確保した。 

 

ア 亘理消防署高規格救急自動車 

主要諸元 

車両全長 ５，７５０ｍｍ 燃料 ガソリン 

車両全幅 １，９００ｍｍ 総排気量 ２，６９３㏄ 

車両全高 ２，６００ｍｍ 乗車定員 ７人 

車両総重量 ３，５００ｋｇ  駆動方式 フルタイム四輪駆動 

地域仕様 - 変速方式 Ａ／Ｔ  

区     分 Ｒ７年度  Ｒ６年度  増 減 

火薬類に係る事務  ６  ８  △２  

液化石油ガスに関する事務  ５  ２  ３  

計 １１  １０  １  
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

イ 消防救急デジタル無線システム 

      主な更新設備  

基地局無線設備 

 
基地局無線装置（基本架）  １台 

基地局無線装置（増設架）  ２台 

移動局無線設備 

 

携帯型無線装置（５Ｗ） ３４台 

車載型無線装置（１０Ｗ） １２台 

可搬型無線装置（１０Ｗ）  ４台 

出動車両運用管理装置 

 

車両運用端末装置Ⅱ型  ５式 

車両運用端末装置Ⅲ型  ５式 

車外設定端末装置  ９台 

無停電電源装置  ３台 

       

⑼ 主な支出   

 

 
 （単位：円）  

消防救急デジタル無線システム等更新工事 ３２９，５６０，０００  

亘理消防署高規格救急自動車 ４１，０３０，０００  

消防職員用被服  １３，０６０，７７４  

消防指令システム・デジタル無線保守点検業務委託料  ６，７５４，０００  

岩沼ポンプ２号車放水塔５年点検整備料 ６，１６０，０００  

消防デジタル無線・通信回線利用経費 ５，７５０，８１４  

損害賠償請求に関する交渉代理業務委託料 ３，０８６，０５０  

寝具賃借料（岩沼・亘理・山元） ２，４２９，９０５  

メディカルコントロール業務委託料  １，７２７，０００  

消防用ホース（２８本） １，５５７，６００  

高圧空気容器（６本） １，３５３，０００  
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